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全病理発第 17001 号
平成 29 年４月１日

役　員　　各　位
代議員　　各　位

　　公益社団法人　全国病院理学療法協会
会　長　　　平　野　五十男

　　

第 58 回　定時代議員総会開催通知

　このことについて、下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知いたし
ます。

記

　１．日　　　時　　平成 29 年 5 月 19 日（金）11 時開会

　２．会　　　場　　千里ライフサイエンスセンター

　３．議　　　題

　　　第１号議案　　平成 28 年度　事業報告　

　　　第２号議案　　平成 28 年度　収支決算報告及び監査報告　

　　　第 3号議案   　平成 30 年度からの会費値上げ案

　　　第４号議案　　会費値上げに係る定款細則の変更

　　　第５号議案　　支部統合に係る定款細則・別表の変更

　　　第６号議案　　表彰に関する承認　

　　　第７号議案　　第 67 回日本理学療法学会　学会長　準備委員長の承認　

　　　第８号議案　　第 68 回日本理学療法学会　開催地の決定

　　　第９号議案　　役員改選管理委員の選任

　４．報告事項　　　　　　　

　　　１．平成 29 年度　基本姿勢及び事業計画

　　　２．平成 29 年度　予算書
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第 58 回　定時代議員総会議案書の作成及び送付について

　議案書の作成については、各支部・地方会から提出された提言や要望

等を理事会において審議し、その結果を議案書に取り入れました。

　なお、理事会の審議結果の要旨については、この議案書の中に掲載し

ております。

報 告



－ 4－

第１号議案　平成 28 年度　事業報告

１．事務局
　１）会議の開催
　　⑴　代議員総会　１回　
　　⑵　代議員総会報告会　１回　
　　⑶　理事会　2回　
　　⑷　地方会代表者会議　1回　
　　⑸　常任理事会　1回
　　⑹　東洋療法研修試験財団評議員会・生
　　　　涯研修検討委員会・作業部会への参
　　　　画
　　⑺　あはき等法推進協議会への参画
　　⑻　国民医療推進協議会への参画
　２）事務処理及び管理
　　⑴　葵税理士法人との決算処理作業
　　⑵　法人業務及び会計に係る報告書の提
　　　　出
　　⑶　関係省庁・関係学会等に対する各種
　　　　要望書の提出と要望活動の実施
　　⑷　各支部から提出された平成 27 年度
　　　　事業報告・決算報告等の整理・管理
　　⑸　諸会議に係る企画立案と文書作成
　　⑹　大崎西口駅前再開発に伴うマンショ
　　　　ン管理会議への参加
　
２．組織局
　１）通年業務
　　⑴　会員登録（入会・変更・退会）記載
　　⑵　会友・休会申請
　　⑶　ホームページ上の支部会員等の記載
　　⑷　平成 28 年度運動療法機能訓練技能
　　　　講習会修了者並びに認定試験合格者
　　　　会員管理入力
　　⑸　ダイレクトメールの管理・修正・処理
　２）前期業務
　　⑴　平成 28 年度役員名簿作成
　　⑵　平成 28 年度支部会員名簿配布
　３）その他の業務
　　⑴　理療・広報返却郵便物の調査・修正・
　　　　処理
　　⑵　CD・デイジー修正・登録
　　⑶　会員登録証について
　　⑷　平成 27 年度組織局報告書

３．情報管理局
　１）情報管理業務
　　⑴　ホスティングサービス〈業務委託〉
　　　　運用・及びシステム開発
　　　　会員管理システム・財務処理システム
　　⑵　会費管理システム　構築・運用
　　　　会員管理クラウド・財務会計クラウ
　　　　ドシステムの管理・運用
　　⑶　メール配信業務
　　　　理事・地方会・支部連絡用アドレス
　　　　管理
　　⑷　各種証書作成（技能認定登録制度・
　　　　技能講習会　etc）
　　⑸　財務関連業務・予算・決算　資料提供
　　⑹　会費納入状況調査
　　⑺　会費納入規程整備
　　　　各システムの安定的な運用のため、
　　　システム改編を模索したが、経費算出
　　　が難しいため断念した。29 年度には実
　　　現させたいと考える。
　２）ホームページ管理業務
　　⑴　デザイン・コンテンツの整備・運用
　　⑵　データライブラリの整備・拡充
　　⑶　リンク集整備（各県支部・公共機関・
　　　　関連情報等）
　　⑷　技能認定登録者名簿の掲載（四半期
　　　　ごとに掲載）
　　⑸　会員専用談話室管理（参加者管理・
　　　　投稿管理）
　　⑹　協会広報掲載（PDF）

４．保険局
　　　要望活動報告　平成28年度９月28日（水）
　　厚生労働省保険局医療課 /・老健局老人
　　保健課・振興課
　１） 医療課への要望
　　⑴　疾患別リハビリテーション料の格差
　　　　是正
　　⑵　脳血管疾患等リハビリテーション料
　　　　Ⅰへの技能認定登録者組み入れ
　　⑶　消炎鎮痛処置料での手技療法の評価
　　⑷　はり師・きゅう師の技能認定登録者
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　　　　への組み入れの要望
　　⑸　リンパ浮腫総合的治療料で所謂「指
　　　　示、報告」に看護師が入った理由
　２） 医療課の対応
　　⑴　格差是正と脳血管について、要望に
　　　　係る経費をある程度把握するため、
　　　　現在この分野でどれだけの技能認定
　　　　登録者が、実務を行い診療報酬を算
　　　　定しているか教えていただきたい。
　　⑵　中医協（特に保険者側）が納得する
　　　　エビデンスを示してください。
　　⑶　消炎鎮痛処置は、機械器具、湿布処
　　　　置、手技療法がある中で、手技療法
　　　　を独立して評価することを確認さ
　　　　れ、やはり医療技術評価分科会へ
　　　　エビデンスを提出し評価を得る必要
　　　　がある。
　　⑷　はり師・きゅう師については、手技
　　　　や運動療法をやってもいいように法
　　　　律で決められているのか。法律を精
　　　　査し要望の是非を再検討すべきでは
　　　　ないか。
　　⑸　リンパ浮腫の看護師は、施設基準の
　　　　人的要件に定められているため、作
　　　　業療法士も含め「事前の指示と治療
　　　　後の報告」とした。この分野は以前
　　　　より看護師が多く関わってきた経過
　　　　からもお分かりだと思う。
　　⑹　標準的算定日数を超え、更に月 13単
　　　　位を超えた際は、選定療養の自費扱
　　　　いも可能であるため、一度制度の概
　　　　要を検索してみては如何か。
　３）老人保健課への要望
　　　通所リハビリテーション費の全時間で
　　の所定単位数算定を要望した。
　４）老人保健課の対応
　　⑴　要望に係る経費をある程度把握する
　　　　ため、現在この分野でどれだけの技
　　　　能認定登録者が、実務を行って介護
　　　　報酬を算定しているか
　　⑵　どの程度の年数実務（経験）に就い
　　　　ているかも調査し教えてください。
　　　　また、介護給付費分科会が納得する
　　　　エビデンスを示してください。
　５）振興課への要望

　　　個別機能訓練加算の算定要員となって
　　いる看護師、准看護師、柔整師及びマッ
　　サージ師の技能講習会受講、技能認定登
　　録制度加入の義務付けを要望した。
　６）振興課の対応
　　　理学療法士、作業療法士、言語聴覚士
　　以外の資質向上によって、要介護度を予
　　防することは理解できるが、全国に 4万
　　か所のサービス提供事業所があり、そこ
　　で個別機能訓練で働く全ての者を対象に
　　するのは、いろいろな面で難しいのでは
　　ないか。
　７）今後の具体的な要望活動
　　⑴　医療課
　　　①会員の業務実態調査の結果を踏ま
　　　　え、疾患別で算定している者の数、
　　　　本部及び地方会、支部で行っている
　　　　学会や講習会で、疾患別に関する部
　　　　分を参考資料として提示する。
　　　②消炎鎮痛処置は、現在有識者で進め
　　　　ているエビデンスデータを提示でき
　　　　るように準備する。
　　　③はり師・きゅう師の件は、法律を精
　　　　査し、要望の是非を検討する。
　　⑵　老人保健課
　　　①会員の業務実態調査の結果を踏ま　
　　　　え、通所リハの 1～ 2 時間で算定し
　　　　ている者の数
　　　②本部及び地方会、支部で行っている
　　　　学会や講習会で、通所リハ、機能訓
　　　　練に関する部分を参考資料として提
　　　　示する。
　　⑶　振興課
　　　　技能講習会のカリキュラムと規程、
　　　　技能認定登録制度の規程類、学会や
　　　　講習会の個別機能訓練に関する部分
　　　　を参考資料として提示し更に要望を
　　　　行う。
　　　　　次回の要望からは、医療課、老人
　　　　保健課、振興課の各担当者に直接ア
　　　　ポイントを取り、指導を仰ぎながら
　　　　要望活動を行っていきたい。
　　　　  2016 年 11 月、厚生労働省保険局
　　　　医療課の課長補佐と連絡を取り合
　　　　い、2018 年の診療報酬・介護報酬同
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　　　　時改定に向けての要望について、中
　　　　医協は要望の提出ルートとして以下
　　　　の 3点での要望を基本にしているこ
　　　　とを確認しました。
　　　①内保連（内科系）、外保連（外科系）
　　　　及び看保連（看護系）の三団体と日
　　　　本医学会加盟団体からの直接ルート
　　　②日本医学会に加盟する各学会からの
　　　　要望を学会の理事長は厚生労働大臣
　　　　宛の要望書を日本医師会長に提出す
　　　　る日本医師会ルート
　　　③会理事長名で厚生労働大臣へ直接に
　　　　要望書を保険局医療課に提出する大
　　　　臣宛要望書の直接提出を指定してい
　　　　るそうです。

５．学術局
　１）全 般
　　　①第 65 回日本理学療法学会を平成 28
　　　　年 5月 28 日（土）・29 日（日）静岡
　　　　県静岡市に於いて開催した。
　　　②第 66 回日本理学療法学会準備委員
　　　　会との打ち合わせ会合 1 回（5/29）
　　　　静岡市
　２） 教育部
　　　①第 39 回理学療法指導者講習会準備
　　　　会開催　1回（7/31）東京都葛飾区
　　　②第 39 回理学療法指導者講習会 10 月
　　　　２日（日）東京都葛飾区かつしかシ
　　　　ンフォニーヒルズ別館にて開催　受
　　　　講者 37 名
　　　③第 39 回理学療法指導者講習会DVD
　　　　発送（12/9）
　３） 研究部
　　　①学術研修資料の収集

６．理療出版部
　１）原稿依頼、収集、校正の編集業務
　２）理療編集会合開催1回（5/3）協会事務所
　３）理療発行
　　　Vol 46　No.1（177 号） 2,100 部
　　　Vol 46　No.2（178 号） 2,100 部
　　　Vol 46　No.3（179 号） 2,100 部
　　　Vol 46　No.4（180 号） 2,100 部
　４） 文献購入　再生医療製品会社ジャパ

　　　ン・ティッシュ・エンジニアリングが
　　　理療 172 号の内 2 題（計 1,000 部）を
　　　購入（7/25）
　　
７. 財務局
　１）会費納入状況（別紙参照）
　２）財務業務
　　⑴　葵税理士法人との財務作業。
　　⑵　平成 28年度の財務処理は、第３四半
　　　　期まで終了した。
　　⑶　会費未納に対する請求を、今年度未
　　　　納者に 2回、過年度（平成 25・26・
　　　　27 年度）未納者に 1回行った。また
　　　　地方会・支部の協力で直接声掛けを
　　　　行った。
　　⑷　平成 29 年度の予算編成をした。
       
８．広報局
　１）編集委員会開催　協会事務所（6月12日）
　　　広報 225 号掲載原稿の検討と編集作業
　　　日程の調整を行った。
　２）広報 225 号の編集作業（三校）を経て
　　　発行（7月 15 日）
　３）広報 226 号に向けて編集作業
　４）広報 226 号の編集作業（四校）を経て
　　　発行（10 月 18 日）
　５）広報 227 号に向けての編集作業
　６）広報 227 号の編集作業（二校）を経て
　　　発行 (12 月 10 日 )
　７）広報228号の発行に向けての編集作業中
　８）地方会公益活動の写真掲載、地方会学
　　　会の案内掲載などを試みた。
　９）大圏社（印刷業者）と広報作成に関す
　　　る連絡調整
　10）デイジー横浜からの協力依頼に対して、
　　　その都度対応
　
９．特殊出版部
　１）理療「音声対応CD」№ 177 号 74 部
　　　理療「音声対応CD」№ 178 号 73 部
　　　理療「音声対応CD」№ 179 号 73 部
　　　理療「音声対応CD」№ 180 号 発行予
　　　定　
　２）理療「デイジー図書」№ 177 号
　　　理療「デイジー図書」№ 178 号
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　　　理療「デイジー図書」№ 179 号
　　　理療「デイジー図書」№ 180 号
　３） 広報「CD版」№ 225 号　48 部
　　　広報「CD版」№ 226 号　48 部
　　　広報「CD版」№ 227 号　48 部
　　　広報「CD版」№ 228 号　発行予定　
　４）広報「デイジー」№ 225 号　36 部
　　　広報「デイジー」№ 226 号　36 部
　　　広報「デイジー」№ 227 号　36 部
　　　広報「デイジー」№ 228 号　発行予定

10．統計・組織充実部
　１）会員実態調査の実施
　　⑴　平成 30 年 4 月実施の診療報酬・介
　　　　護報酬の同時改定に向け、協会の行
　　　　う要望活動の基礎的資料とするた
　　　　め、会員実態調査を実施した。
　　　　協会の方向性についても調査項目と
　　　　した。
　　⑵　調査にあたり、原案の作成と意見集
　　　　約と修正を実施した。
　　⑶　設問項目は 13 項目とし、協会の方
　　　　向性・手技療法の項目も設けた。
　　　　協会に対する意見要望も併せて提出
　　　　を求めた。
　　⑷　50％以上の回収を目途とし、実施方
　　　　法を検討したが、経費及び時間の制
　　　　約から広報掲載となった。
　　⑸　地方会及び支部に対し、協力依頼を
　　　　行った。
　　⑹　提出期限を当初の 12 月末から１月
　　　　末に延長した。
　　⑺　回収の実効性確保には、会員目線に
　　　　立った実施が必要であった。
　　⑻　回答数は、841 通 / 会員数 1,701 名
　　　　となった。（平成29年２月７日現在）
　　⑼　調査結果は、集約中である。
　２）組織充実について
　　⑴　関係地方会の概況の把握を図った。
　　⑵　技能講習会開催実績が、現会員数に
　　　　大きく影響していた。
　　⑶　会員数から、組織活動の継続が難し
　　　　い支部が多くなってきている。

　　⑷　学術活動は、支部単位での実施が困
　　　　難となり、地方会単位での実施が増
　　　　えてきている。
　　⑸　役員の世代交代が進まず、組織活動
　　　　に大きく影響している。
　３）関係地方会からの組織充実に対する意
　　　見
　　⑴　地方の組織活動を維持していくため
　　　　に必要な経費の交付増。
　　⑵　若い世代が継続して働ける体制の構
　　　　築。
　　⑶　技能講習会の地域受講を可能とし、
　　　　会員増を図る。
　　⑷　次世代役員の育成に対する支援。
　　⑸　将来ビジョンの提示。
　　　　
11．技能認定登録制度委員会
　１）平成 27 年度　単位取得講習会報告書
　　　の審査及び承認単位通知書の発行。
　２）技能認定登録及び技能認定登録更新
　　　（再更新を含む）等の遂行。
　３）地方会・支部開催の学会、講習会開催
　　　案内のHP掲載。
　　
12．運動療法機能訓練技能講習会委員会
　１）神奈川県支部、近畿地方会の 2会場で
　　　開催した。
　２）視聴覚教材の整理
　　　神奈川県支部の講習会実行委員に依頼
　　　し一部を作製した。
　３）第 24 回　技能認定試験の実施（平成
　　　29 年 2 月 12 日）。
　４）カリキュラム及び開催方法の検討。

13．表彰選考委員会
　　平成 30 年の協会創立 70 周年・法人認可
　55 周年記念事業における厚生労働大臣表彰
　や協会表彰（高木賞・後藤賞・功績賞・功
　労賞）についての協議を行った。
　　高木賞選考委員長に日本リハビリテー
　ション連携科学学会理事長［国立障害者リ
　ハビリテーションセンター顧問（元総長）］
　江藤文夫先生が受諾。
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第 2 号議案　平成 27 年度　収支決算報告及び監査報告

　平成 28 年度決算報告書は、4月 28 日に予定されている「年度末監査」終了後、理事の承認
を得たうえで、各支部に送付します。

第 3号議案　平成 30 年度よりの会費値上げ案

　会員数の減少に伴う会費収入減少に対応するため、理事や代議員定数の削減、地方会を主体
とする組織の再編、理療・広報等の印刷費の削減、学会負担金の削減等、できる限りの努力を
してまいりました。
　また今後、エビデンス構築のための委託費用・会員管理システムへの対応・JCB手数料の負
担等、新たな支出が見込まれております。
以上の理由から、健全な協会運営を続けていくために、平成 30 年度より協会費の 2,000 円値上
げを提案させていただきます。
　今後も地方学会の隔年実施や広報等の発行回数の削減などを検討し、経費節減に努めてまい
ります。
　なお、前回の会費値上げは平成 10 年度であり、約 20 年ぶりの実施となりますので、会費値
上げにご理解をいただきたいと思います。

第 4号議案  会費値上げに係る定款細則の変更

　平成 29 年３月５日の理事会決議に基づき、会費値上げに係る定款細則を以下のように変更
する。

　定款細則
　　第９条　定款第 7条に定める会費等は次のとおりとし、個人が本部に納入する。
　　（１）会 費 年 間   22,000 円
　　（２）入会金　入会時　3,000 円
　　（３）代議員総会で特別に定めた負担金
　　　２　会友会費、休会会費は、年間、正会員会費の半額とする。
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第 5 号議案　支部統合に係る定款細則・別表の変更

　平成 29 年３月５日の理事会決議に基づき、支部統合に係る定款細則第 1条 3 項の別表Ⅰを
以下のように変更する。

定款細則
　第１条　定款第４３条第１項の定めにより、この法人に地方会を置く。
　　２　地方会には、概ね都府県（北海道は振興局）を区域とする支部を置くことが
　　　　出来る。また、互いに近接し、類似の地方事情を有する複数の都府県（北海道は振興局）
　　　　をもって、1支部とすることも出来る。
　　３　各地方会の構成支部は、別表Ⅰ（地方会構成地域基準表）とする。
　　４　支部の代表者は、支部長とする。支部長は、地方会執行委員から選任する。
　　５　支部の運営については、地方会執行委員会で定める支部規約によるものとする。
　　６　地方会は「公益社団法人全国病院理学療法協会○○地方会」と称する。
　　７　地方会は、その地域内の支部相互の連携協力及び本部との連絡協議のもとに、地方学
　　　　会、技能講習会、技能認定課題研修会等を開催し、事業の推進にあたる。
　　８　地方会には、地方会執行委員会を置き、地方会の運営にあたるものとする。
　　９　地方会の運営については、理事会の定める地方会規約によるものとする。

　　※地方会構成地域基準表（別表Ⅰ）の変更点
　　　北海道を、1地方会 1支部 5地区から、1地方会 5支部（道北・道央北・道央南・道東・
　　道南）に再編成する。静岡県支部を中部から関東甲信越に移動する。
　　　岩手県支部と秋田県支部、並びに　京都府支部と滋賀県支部を統合し、岩手秋田支部、
　　京都滋賀支部とし、9地方会 49 支部となる。

地　域　名 地域内支部配置
 1. 北　海　道  道北・道中北・道中南・道東・道南
 2. 東　　　北 青森・岩手・秋田・宮城・山形・福島
 3. 関東甲信越 茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・東京・神奈川・山梨・長野・新潟・静岡
 4. 中　　　部 岐阜・愛知・三重
 5. 北　　　陸 富山・石川・福井
 6. 近　　　畿 大阪・京都・滋賀・奈良・兵庫・和歌山
 7. 中　　　国 岡山・広島・山口・鳥取・島根
 8. 四　　　国 徳島・香川・愛媛・高知
 9. 九　　　州 福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄

計 49 支部

別表Ⅰ
地方会構成地域基準表
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第 6 号議案　表彰に関する承認

　　１）栄誉賞　該当者なし
　　２）学会長・準備委員長表彰
　　　　　第 65 回　日本理学療法学会  学　会　長　　渡 邉　芙 弓
      準備委員長　　大 河 原　功
　　３）組織拡大貢献支部表彰　該当支部なし
　　４）学術奨励賞　該当者なし
　　５）特別感謝状　雨谷　長盛（神奈川県支部）

第７号議案　第67回　日本理学療法学会　学会長・準備委員長の承認

         学　会　長　　三　浦　政　則
         準備委員長　　山　下　勇　司

第８号議案　第 68 回　日本理学療法学会　開催地の決定

　　　九州地方会　　

第９号議案　役員改選管理委員の選任

　　　坂田　　武　（北海道支部） 
　　　大村　和司　（愛知県支部）
　　　前川　良男　（広島県支部）
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　公益社団法人へ移行後、会員数の減少と高
齢化が進む本会にとって、厳しい運営が続い
ている。新しい組織の再編のもと基盤の強化
を図ることが急務となる。
　第 57 回定時代議員総会で決定された事業
の推進状況と、各地方会・各支部から寄せら
れた意見・要望を踏まえ、理事会において審
議し、平成 29 年度基本姿勢（案）を作成す
るものである。
　
１．学識・技術の向上
　　理学療法従事者の学識・技術を向上させ
　る目的で「日本理学療法学会」及び「運動
　療法機能訓練技能講習会」並びに「理学療
　法指導者講習会」等を主催するとともに、
　学術誌の発行、技能認定登録制度に伴う単
　位取得講習会の充実、併せて研究活動の指
　導を推進する。

２．診療報酬制度下における各種の取り組み
　　平成 30 年の診療報酬改定に向け、職場
　における会員の状況について実態調査を行
　い、消炎鎮痛処置からマッサージ等の手
　技療法を独立させることと、疾患別リハビ
　リテーション料の格差是正について重点的
　に要望すると共に、技能認定登録者が診療
　報酬で優位に位置付けられるよう引き続き
　要望活動を推進する。
　　また、技能認定登録を行っているはり師・
　きゅう師を、疾患別リハビリテーションの
　施設基準における算定要員として組み入れ
　られるよう運動を継続する。
　
３．介護保険制度に対する取り組み
　　平成 30 年の介護報酬改定に向けて、介
　護老人保健施設、並びに通所リハビリテー
　ション、及び訪問リハビリテーション等の
　人員配置基準に技能認定登録者を優位な条
　件で位置付けるよう要望活動を推進する。

４.  技能認定登録制度の推進
　　平成 15 年度に発足したこの制度は、厚
　生労働省、関係医学会等において高い評価
　をいただき、平成 18 年 4 月の診療報酬改
　定において「運動療法機能訓練技能講習会

平成 29 年度　基本姿勢及び事業計画

　を受講するとともに、定期的に適切な研修
　を修了しているマッサージ師等の従事者」
　として算定要員に位置づけられている。
　　今後、講習会や研修会等の更なる充実を
　図り、技能認定登録者及び登録更新者が「資
　質の高い従事者」として広く社会に容認さ
　れ、その役割を確立するために衆知を結集
　して邁進したい。
　
５．病院等で理学療法等に従事するマッサー
　　ジ師・柔道整復師等の医療法上の位置づ
　　け
　　病院等で理学療法・運動療法・機能訓練
　等に従事しているマッサージ師・柔道整復
　師等については、医療法に基づく「医療従
　事者」として位置づけられるように運動を
　推進する。　

６．組織強化
　　本会における会員数の減少や高齢化が進
　む中で、公益社団法人として公益事業を推
　進していくために組織の再編と財政基盤の
　強化を図る。
　　組織の拡充については、介護保険分野に
　従事する理学療法従事者に対しても、積極
　的に本会への入会を勧めていく。
　　会費の徴収に関しては、各支部役員の負
　担の軽減と未納者の減少を目的に、JCB
　カードによる本部への直接納入制度の導入
　を推進する。

事業計画
１．事務局
　　業務運営の要として、主要会議、各部門
　の連絡調整、文書処理等を通じて、協会事
　業推進に側面から支援する。
　１）協会の主要会議のあり方等について常
　　　に検討を行い、会議の効率化を図る
　２）各種会議の計画・開催・各部局会議の
　　　開催準備と調整
　３）文書の作成と発出及び収受、並びにそ
　　　の管理
　４）公益社団法人業務の処理
　５）情報収集と伝達
　６）関係省庁・関係医学会・その他関連団



－ 12 －

　　　体との連絡調整
　７）大崎駅西口駅前再開発に伴う会議への
　　　参加
　
２．組織局
　１）平成 29 年度会員名簿作成業務
　２）平成 29 年度役員名簿作成業務
　３）技能認定登録入力
　４）入・退会会員管理
　５）理療・広報入力（墨字・CD・デイジー）

３．情報管理局　
　１）情報管理業務
　　⑴　ホスティングサービス（業務委託）
　　　　運用・及びシステム開発
　　　　会員管理システム・財務処理システム
　　⑵　メール配信業務
　　　　理事・地方会・支部連絡用アドレス
　　　　管理
　　⑶　各種証書作成　（技能認定登録制度・
　　　　技能講習会等）
　　⑷　財務関連業務・予算・決算・資料提供
　　⑸　会費納入状況調査
　１） ホームページ管理業務
　　⑴　デザイン・コンテンツの整備・運用
　　⑵　技能認定登録者名簿の掲載（四半期
　　　　ごとに掲載）
　　⑶　会員専用談話室管理（参加者管理・
　　　　投稿管理）
　　⑷　協会広報掲載（PDF）

４．保険局
　１）会員実態調査アンケートの分析協力
　２）厚生労働省保険局医療課・老健局老人
　　　保健課・老健局振興課への平成 29 年
　　　度の要望と確認事項の継続

５．学術局
　１）全　般
　　⑴　第 66 回日本理学療法学会の主催
　　⑵　第 67 回日本理学療法学会開催準備
　　　　委員会との打ち合わせ（埼玉県支部）
　　　　（学会）
　　⑶　東洋療法研修試験財団関係
　　　①平成 28 年度生涯研修会終了報告書
　　　　の提出
　　　②平成 29 年度生涯研修会開催計画書

　　　　の提出
　　⑷　学術局関連会議の開催
　２） 研究部
　　⑴　運動療法機能訓練技能講習会課題学
　　　　習レポートの収集と学術奨励賞の選
　　　　考
　　⑵　学術研究資料の収集
　３） 教育部
　　⑴　第40回理学療法指導者講習会の開催
　　⑵　日　程　平成 29 年 10 月上旬～中旬
　　　　テーマ・開催地　未定
　　⑶　理学療法指導者講習会規程の検討
　　⑷　第40回理学療法指導者講習会DVD作製
　４）理療出版局
　　⑴理療編集業務
　　⑵原稿依頼
　　⑶編集内容
　　　181 号　展望、理学療法基礎講座、東
　　　　　　　洋医学基礎講座、特集、生涯
　　　　　　　学習シリーズ、実践講座、臨
　　　　　　　床基礎講座、特別寄稿
　　　182 号　展望、理学療法基礎講座、東
　　　　　　　洋医学基礎講座、特集、生涯
　　　　　　　学習シリーズ、実践講座、臨
　　　　　　　床基礎講座、第 24 回認定試
　　　　　　　験模範解答解説（午前の部）、
　　　　　　　地方学会特別講演
　　　183 号　展望、理学療法基礎講座、東
　　　　　　　洋医学基礎講座、特集、生涯
　　　　　　　学習シリーズ、実践講座、第
　　　　　　　66 回日本理学療法学会印象
　　　　　　　記、臨床基礎講座、第 24 回
　　　　　　　認定試験模範解答解説（午後
　　　　　　　の部）、地方学会特別講演
　　　184 号　展望、理学療法基礎講座、東
　　　　　　　洋医学基礎講座、特集、生涯
　　　　　　　学習シリーズ、第 66 回日本
　　　　　　　理学療法学会特集（特別講演、
　　　　　　　市民公開講座、写真集、会員
　　　　　　　発表）実践講座、臨床基礎講
　　　　　　　座、地方学会特別講演

６．財務局
　１）事業活動が滞らないよう、適正に資金
　　　運用を図る。
　２）会費の速やかな納入を促す。
　３）未収会費の回収に努める。
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　４）適正な財務活動のために、地方会・支
　　　部の理解と協力を仰ぎたい。
　　　　　　　　
７．広報局
　１）広 報　
　　　平成 28 年度第 1 回理事会の決議によ
　　り、広報発行を 7月号は代議員総会議事
　　録と理事会議事録を中心に、10 月号は理
　　事会議事録、次年度の全国学会開催案内、
　　事業中間報告、基本方針（案）を掲載し、
　　支部・地方会で検討していただき、3月
　　号は代議員総会議案書の年 3回とする。
　　⑴　広報 229号の編集、発行（平成 29年
　　　　７月）
　　⑵　広報 230 号の編集、発行（平成 29年
　　　　10 月）
　　⑶　広報 231号の編集、発行（平成 30年
　　　　３ 月）
　　⑷　地方公益活動・学術活動等の掲載を
　　　　検討する。
　２）特殊出版部
　　⑴　理療「音声対応CD」の作製と配布
　　⑵　理療「デイジー図書」の作製
　　⑶　広報「CD版」の製作と配布
　　⑷　広報「デイジー」の作製と配布

８．統計・組織充実部
　１）会員実態調査の活用
　　⑴　平成 28 年度に実施した会員実態調
　　　　査を来年４月の診療報酬・介護報酬
　　　　の同時改定に向けた協会の行う要望
　　　　活動に活用する。
　　⑵　調査結果の分析・評価を行い、協会
　　　　活動に反映させる。
　２）統計について
　　⑴　養成校に対する就職状況等の調査の
　　　　実施。
　３）組織充実について
　　⑴　関係地方会の概況を把握し、組織活
　　　　動の維持充実を図る。
　　⑵　関係地方会からの組織充実に関する
　　　　意見集約を図る。
　　⑶　技能講習会の地域受講に関する検討

　　　　の推進を図る。
　　⑷　次世代役員の育成に対する支援の検
　　　　討を行う。
　　⑸　リハビリテーションに従事するマッ
　　　　サージ師・柔道整復師等の将来ビ
　　　　ジョンの検討。
　
９．運動療法機能訓練技能講習会委員会
　１）技能講習会の開催 
　２）視聴覚教材の整備・補完により充実を
　　　図る。
　３）課題リポートの審査・統計処理
　４）第 25 回認定試験の実施　　平成 30 年
　　　２月 11 日（日）
　５）カリキュラム及び開催方法・規程の検討
　　　
10．技能認定登録制度委員会
　１）技能認定登録委員会の開催。
　２）「単位取得講習会等開催報告書」に係
　　　る審査、及び「支部別申請単位並びに
　　　承認単位数一覧表」の作成と報告。
　３）技能認定登録制度に係る「登録申請書
　　　（登録更新証・登録再更新を含む）」の
　　　受理・審査・登録、及び証書・手帳の
　　　交付。
　４）登録更新（再更新者）リストの作成と
　　　支部への伝達。
　５）技能認定登録制度の進展を目的とした
　　　諸種の検討
　６）学会・講習会開催案内のHP掲載

11．表彰選考委員会
　１） 通年時の表彰である学会長及び準備委
　　　員長表彰、組織拡充貢献支部表彰、会
　　　長特別感謝状、並びに栄誉賞等に係る
　　　事務作業を行う。
　２）協会創立 70 周年・法人認可 55 周年記
　　　念式典における厚生労働大臣表彰・高
　　　木賞等の表彰選考の事務処理作業を行
　　　う。
　３）支部及び地方会の記念学会等における、
　　　会長賞の選考と表彰準備、その他、春
　　　秋叙勲・褒章等への対応を行う。
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財務状況の推移
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平成28年度　会費納入状況



－ 17 －

会 員 実 態 調 査 結 果

平成 28 年 10 月 26 日～平成 29 年 2 月 7 日

１．回収率　　48.5％（841 ／ 1733 名）
２．性　別　　男性　696 名　　女性　145 名  
３．年　代　　20 代 80 名・30 代 237 名・40 代 435 名・50 代 632 名・60 代以上 349 名　

　　　　　　　20 代　　　 33 名（4.0％） 30 代　 92 名（11.0％）
　　　　　　　40 代　　　198 名（23.5%） 50 代　309 名 （36.7％）
　　　　　　　60 代以上　209 名（24.8%）　
                   
４．資　格　　マ 1212 名・はり師　1013 名・柔整師　457 名・看護師（准含む）70 名
　　　　　　　ケアマネ　126 名・PT　26 名・ST　4名

　　　　　　　①　あん摩・マッサージ・指圧師 599 名
　　　　　　　②　柔道整復師 224 名
　　　　　　　③　はり師 501 名
　　　　　　　④　きゅう師 493 名
　　　　　　　⑤　理学療法士  12 名
　　　　　　　⑥　言語聴覚士   3 名
　　　　　　　⑦　看護師  12 名
　　　　　　　⑧　准看護師  15 名　　　　
　　　　　　　⑨　介護福祉士  13 名
　　　　　　　⑩　社会福祉士   2 名
　　　　　　　⑪　介護支援専門員  98 名
　　　　　　　⑫　ヘルパー  16 名
５．勤務先種別 （回答者　833 名）
　　　　　　　①　私立病院 268 名（32,2%）　　　　　　　
　　　　　　　②　公立・公的病院  76 名（9,1％）
　　　　　　　③　診療所（医院・クリニック） 266 名（31,9％）
　　　　　　　④　介護通所施設（デイサービス）   77 名（9,2％）
　　　　　　　⑤　介護通所施設（デイケア・通所リハ）  19 名（2,3％）
　　　　　　　⑥　介護入所  26 名（3,1％）
　　　　　　　⑦　福祉施設（障害者等）  11 名（1,3％）
　　　　　　　⑧　施術所勤務  18 名（2,2％）
　　　　　　　⑨　施術所等自営  38 名（4,6％）
　　　　　　　⑩　無職  34 名（4,1％）
 　
　　　　　　　病院関係　610 名　　73,2％　・　介護関係　122 名　　14,6％
　　　　　　　施術所（自営・勤務）　56 名　6,7％
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６．雇用形態（回答者　775 名）
　　　　　　　①　正規常勤雇用 608 名　（78,5％）
　　　　　　　②　非正規常勤雇用（契約社員・・）  42 名　（5,4％）
　　　　　　　③　パート雇用  53 名　（6,8％）
　　　　　　　④　定年後の再雇用（フルタイム）  46 名　（5,9％）
　　　　　　　⑤　定年後の再雇用（パート）  26 名　（3,4％）
　　　　　
７．リハビリ業務従事年間収入 ( 税引後 )　　回答者　621 名
　　　　　　　①　100 万円以内  44 名　（7,1％）
　　　　　　　②　101 ～ 200 万  80 名　（12,9％）
　　　　　　　③　201 ～ 300 万 150 名　（24,2％）
　　　　　　　④　301 ～ 400 万 148 名　（23,8％）
　　　　　　　⑤　401 ～ 500 万 116 名　（18,7％）
　　　　　　　⑥　501 ～ 600 万  48 名　（7,7％）
　　　　　　　⑦　601 ～ 700 万  26 名　（4,2％）
　　　　　　　⑧　701 万以上   9 名　（1,4％）
　　　　　　　⑨　無回答 220 名
　　　　　
８．従事している主たる業務
　　　　　　　①　運動療法・機能訓練 526 名
　　　　　　　②　手技療法 451 名　
　　　　　　　③　物理療法 363 名
　　　　　　　④　リハビリ関連業務 211 名
　　　　　　　⑤　リハビリ関連外業務  82 名　
　　　　　
９．主に従事しているリハビリテーション
　　　　　　　①　急性期 134 名
　　　　　　　②　回復期  97 名
　　　　　　　③　慢性期・維持期  556 名
　　　　　　　④　従事していない  82 名
　　　　　
10．勤務先が届出のリハビリテーション料    　回答者　568 名
　　　　　　①　脳血管疾患等リハビリテーション料　１ 110 名
　　　　　　　　脳血管疾患等リハビリテーション料　Ⅱ  99 名
　　　　　　　　脳血管疾患等リハビリテーション料　Ⅲ  88 名
　　　　　　②　廃用症候群リハビリテーション料　　１ 103 名
　　　　　　　　廃用症候群リハビリテーション料　　Ⅱ  66 名
　　　　　　　　廃用症候群リハビリテーション料　　Ⅲ  60 名
　　　　　　③　運動器リハビリテーション料　　　　１ 262 名
　　　　　　　　運動器リハビリテーション料　　　　Ⅱ 157 名
　　　　　　　　運動器リハビリテーション料　　　　Ⅲ 139 名
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　　　　　　④　医療機関で実施する通所リハビリテーション  54 名
　　　　　　⑤　無回答 273 名
　　　　　
11.  算定項目（すべてに○）
　　　　　　①　脳血管疾患等リハビリテーション料 134 名
　　　　　　②　廃用症候群リハビリテーション料  98 名
　　　　　　③　運動器リハビリテーション料 398 名
　　　　　　④　マッサージ等の手技療法 328 名
　　　　　　⑤　手技療法以外の消炎鎮痛 239 名 
　　　　　　⑥　通所リハビリテーション（１～ 2時間）  38 名
　　　　　
12．勤務先の常勤理学療法士は 2名以上　　回答者　588 名（無回答　253 名）
　　　　　　①　は　い 396 名
　　　　　　②　いいえ 192 名
　　　　　
13．今後、会員がリハビリテーションに従事していく上で、どのような方向性
　　がよいか選択してください　　　　　　回答者　799 名
　　　　　　①　現状通り、技能認定登録を基盤に理学療法を主体に
　　　　　　　　行っていく 317 名（39,7％）
　　　　　　②　技能認定登録の実績を確保しつつ免許業務である
　　　　　　　　マッサージ等の手技療法に主軸を移し、位置付けと
　　　　　　　　職域の確立を目指す 399 名（49,9％）　
　　　　　　③　免許業務であるマッサージ等の手技療法 1本に絞っ
　　　　　　　　て、位置付けと職域の確立を目指す  83 名（10,4％）
　　　　　　④　無回答  42 名
　　　　　
14．勤務先実施のリハビリテーション手技療法
　　　　　　①　マッサージ師・柔道整復師が行っている 529 名　
　　　　　　②　PTがあん摩・指圧・柔道整復師に相当する行為を
　　　　　　　　行っている 268 名
　　　　　　③　OT・STがあん摩・マッサージ・指圧・柔道整復師に
　　　　　　　　相当する行為を行っている 118 名
　　　　　　④　マッサージ等の手技療法は行っていない  88 名
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支部・地方会からの提言・要望への回答（要旨）

１．診療報酬
　①疾患別リハビリテーションと併せて、
　　マッサージ師等がマッサージ以外のあん
　　摩・指圧などを実施した場合には、マッ
　　サージ等の手技療法を併用算定できるよ
　　う要望していただきたい（中部地方会）
　　回答　再三要望しているが、疾患別リハ
　　　　ビリテーション料で算定が可能に
　　　　なっている技能認定登録者が行う治
　　　　療の効果（エビデンス）を求められ
　　　　ている。
　②マッサージ等の手技療法の見直しについ
　　ては、エビデンス以外に大臣免許として
　　の基礎的評価、技能認定登録者の訓練併
　　用加算の新設、手技療法に係る適切な研
　　修による評価など多面的な対応をしてほ
　　しい（中部地方会・可知）
　　回答　評価を得るためのツールとして、
　　　　エビデンスを求められている。
　③次期改定で改善が見込めない場合は、資
　　格法による業務独占の徹底的な法令順守
　　を求め、雇用と職域を確保していただき
　　たい（中部地方会）
　　回答　現在の状況を踏まえ、慎重な検討
　　　　が必要と考える。
　④リハビリテーションに従事していくマッ
　　サージ師等の在り方について根本的見直
　　しを行うよう関係機関に働きかけると共
　　に、次期の診療報酬改定に向け危機感を
　　もって対応してほしい（可知）
　　回答　保険局では、常に危機感、緊張感
　　　　を以て要望活動に臨んでいる。
　⑤疾患別リハビリテーションにおいて、
　　ＰＴと技能認定登録者との格差是正に努
　　めてほしい　（中部地方会・可知）
　　回答　①に同じ。
　⑥地域包括ケア病棟におけるリハビリテー
　　ション単位取得要員に技能認定登録者の
　　組み入れを要望していただきたい（近畿

　　地方会）
　　回答　当該入院料（A308-3）については、
　　　平成 26 年 7 月 24 日に行った厚労省
　　　への要望活動に対し、「運動療法機能
　　　訓練技能講習会を受講し、定期的に適
　　　切な研修を修了している…」であれば、
　　　業務ができる。」との回答を得ている。
　　　しかし、実際業務を行う前段階として、
　　　勤務する医療機関を通じ、各地方の厚
　　　生局に確認することをお勧めする。

２．介護報酬
　①機能訓練担当職員として高い質を別途評
　　価するよう要望していただきたい（中部
　　地方会）
　　回答　再三要望している。
　②通所リハビリテーションにおいて実際の
　　運用が多い３～ 4時間に焦点を絞って」
　　要望していただきたい（中部地方会）
　　回答　全ての時間帯で算定できるよう要
　　　　望している。

３．技能認定登録制度
　①登録更新は 3 年間 35 単位取得と 3 年間
　　に課題レポートを 1題以上提出するよう
　　に改める。（近畿地方会）
　②登録更新課題単位を 50 単位とし、DVD
　　による視聴を認めると共に認定登録更新
　　手数料を値上げして、エビデンス研究の
　　原資としてほしい（可知）
　　回答　①　②とも現在の規程通り行う。
　　　　DVD活用は、容認する。

４．財務関連
　①財政的に比較的余裕のある地方会・支部
　　の交付金を財政的に厳しい地方会・支部
　　に回す支給方法を考慮してほしい（東北
　　地方会）　
　　回答　交付金は全て協会財政である。事
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　　　　業は予算内で行って頂き、有余金は
　　　　協会本部に返金して頂く。
　②公益社団法人設立時に地方会・支部から
　　徴収した一般会計・特別会計の残高の取
　　り崩しはできないか（東北地方会）
　　回答　法人設立と同時にその趣旨の会計
　　　　は存在しない。ただし、設立時に集
　　　　金したものは、各事業費不足分に充
　　　　てた。すでに説明済み。
　③役員に係る経費の内容は適切か（東北地
　　方会）
　　回答　適切である。定款により運用して
　　　　いる。
　④固定資産内の特定資産の運用を検討（津
　　田）　
　　回答　現預金のことを指していると思う
　　　　が、支出不足時にそこから補う。事
　　　　業は、当年度の収入で行うことが基
　　　　本であるので、不足が続けば法人運
　　　　営が困難となる。
　⑤会費納入規程における未納の規定を適用
　　し、会費納入率の引き上げを提案する（中
　　部地方会）
　　回答　JCB 加入・文書での請求により、
　　　　未納者は減少している。現時点では
　　　　このままで。

５．組織拡充　
　組織拡充を図るため養成学校や関連団体に
広報活動を積極的に実施してほしい　（近畿
地方会）　
　　回答　実施する方向で検討する。

６．会員実態調査
　会員の登録申請・登録更新申請時に会員実
態調査票を記入提出してもらい資料の蓄積を
図ってほしい（近畿地方会）
　　回答　検討する

７．協会ホームページ
　①ホームページに、PDF 以外にテキスト
　　ファイルも掲載すべきである（可知）
　②診療報酬・介護保険におけるマッサージ
　　師等の位置づけや詳細通知については、
　　厚労省ＨＰではなく、協会HPにわかり
　　やすく掲載していただきたい。
　　回答　実施する方向で検討する。

８．その他
　①理事会討議資料を地方会執行委員長に事
　　後配布するようにしてほしい（可知）
　　回答　今回の理事会資料から実施する。
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日　時　平成29年３月５日（日）午前11時～午後3時40分
場　所　協会事務所
出席者　平野五十男（会長）
　　　　栁澤　貞男（副会長）
　　　　三宅健一郎（副会長）
　　　　小川　嗣人（学術局長）
　　　　佐藤　　功（情報管理局長）
　　　　小田木宏江（財務局長）
　　　　丹羽つとむ（保険局長）
　　　　津田　敏彦（学術局次長）
　　　　可知　謙三（調査・組織充実部長）
　　　　米谷　勝行（調査・組織充実部次長）
監　事　大塚　正廣・菊田　京一・中川　保
相談役　倉石　健二・猪野塚孝徳・大場　栄悦
役　員　杉浦　幹雄（公益法人推進部長）
　　　　青柳　利之（事務局次長）
欠席者　理　事　木村　重人（組織局長）

（敬称略）
　定款の定めにより、議長は平野を選出。書
記は三宅・青柳
　定款第 34 条により、定足数確認が行われ、
理事 10 名・監事 3 名の出席者を確認し、理
事会成立を報告した。
　・平成 28 年度事業報告の年度途中だが、
　　各部局より補足説明、質疑応答を経て監
　　査後に会計報告も含めて書面表決で了承
　　を得てから代議員総会の議案にすること
　　の了承をいただきたい。（栁澤）
　・理療 180 号遅延についての説明（小川）
　・平成 27 年度第 24 回技能認定試験結果 合
　　格者 42 名 合格率 95％
　　表彰委員会報告（栁澤）
　・技能講習会見直しで、現状報告。
　　病気療養中の理事に対する書面表決の有
　　効性（可知）
　・法的に対応を確認して適正に処理する。
　　（平野）
（　全会一致にて承認　）

平成 28 年度　第２回　理事会議事録（抄）

議　題
議題１．会員実態調査について（P17 ～ 19
　　　　参照）
１）３月５・６日の２日間、三役と調査・組
　織充実部がアンケート調査結果を検討した
　要点を報告。
　・この調査の目的は、平成 30 年の診療報
　　酬・介護報酬の同時改定の要望活動に活
　　かすもので、回収率は 48.5% で当初の予
　　想を下回った。資格保有者はあん摩マッ
　　サージ指圧師、次いで柔道整復師で病院
　　関係に勤める者が一番多かった。これら
　　の意見を受けて、今後の方向性について
　　は、当面は技能認定登録制度を維持しな
　　がら、段々と手技療法の方向にもいろい
　　ろ検討を加えていく必要があろうかと思
　　う。（平野）　
　・回収率が 50%に満たなかったことを分析
　　して今後に活かすように希望する。（津
　　田）
　・当初、個別発送などを考えていたが、時
　　間的、経費的制約により広報掲載で行っ
　　た。その結果、広報を見ていない、返信
　　用封筒を入れておくべき等の意見をいた
　　だき、今後は、会員目線での取り組みと
　　若い会員の意識を高めることが必要であ
　　り、今後の実態調査に活かして行き、個々
　　の回答について比較検証を行って行きた
　　い。（可知）
　・このアンケート調査は最後ではなく、
　　これから回収率を高める方法を検討して
　　再度行いたいと思っている。（平野）　詳
　　細については別紙参照。
（　全会一致にて承認　）
　　　　　　
議題２．平成 29 年度　基本姿勢及び事業計
　　　　画（案）　
　・平成 28 年度の要望で、西暦の記載があっ
　　たが、今後は、元号で統一する。（平野）
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　・学校と医療機関の調査で、PTの指示と
　　技能認定登録者の評価について医師に問
　　うといった文言でリスクが考えられる。
　　（可知）、議論の結果、この文言の削除
　　することに決定。
　・技能講習会開催は例年通り行い、DVD
　　の作製などの運営費用は協会の助成なく
　　講習会費で実施。また、試みとしてスカ
　　イプで協会事務所をキーステーションとし
　　て各地方会で実施出来るのかを検討する。
　・認定試験は、平成 30 年２月 11 日を予定。
　　（栁澤）
（　全会一致にて承認　）

議題３．平成 29 年度　収支予算書（案）の
　　　　概要
　・公益比率、原価償却費など例年と変わり
　　なく、事業計画を検討して地方事業計画
　　や各種計画などを調整した結果、提出さ
　　れた事業計画は予算を下回らず実施
　　要請。ただし、資金繰りが厳しいので、
　　交付金、地方学会の支払いが滞らないよ
　　う努力したい。29 年度も未納者を考慮し
　　てマイナス 200 万円を計上。また、過
　　年度会費で 25 年度～ 28 年度までの未納
　　会費回収を100万～200万見込んで計上。
　　雑支出は、税理士顧問料、今年はエビデ
　　ンス研究委託料 50 万円、JCB 利用率、
　　加入率の低下により 5%以上の手数料を
　　要求されたが、値引き交渉の結果、3.5% 
　　735 円の手数料負担となる。直接・郵送
　　徴収などは前期の運営資金に影響し、手
　　元資金が滞り支障をきたす。原則として
　　会費は JCBになっている説明をしている
　　が、いろいろな理由により申請しない
　　会員もいるので引き続き理解を求めた
　　い。地方学会は 40 万円の予算で、記念
　　学会は全国学会でしか使えないのが分
　　かって検討した結果、四国・中国地方学
　　会で予定されている学会には記念事業を
　　含み 45 万円の計算をした。（小田木）

　・手数料について、今のままで良いか（米
　　谷）、値上げ分は個人ではなく協会で負
　　担する（小田木）
　・未加入者への加入率を高めるための方策
　　を提案。
　・理療の発行事業などについて提案（津
　　田）、協会に謝金規程がある。（平野）
（　全会一致にて承認　）
　　　　　　
議題７．第 67 回日本理学療法学会　学会長・
　　　　準備委員長の承認
　　　　学　会　長　三　浦　政　則　
　　　　準備委員長　山　下　勇　司　
（　全会一致にて承認　）
　　　　　　
議題８．第 68 回日本理学療法学会　開催地
　　　　について
　　　　九州地方会　　
（　全会一致にて承認　）

議題９．表彰に関する承認
　　　　①栄誉賞　届出なし
　　　　②学会長・準備委員長表彰
　　　　　第 65 回日本理学療法学会
　　　　　学　会　長　渡　邊　芙　弓
　　　　　準備委員長　大河原　　　功
　　　　③組織拡大貢献支部表彰　届出なし
　　　　④学術奨励賞　選考中　
　　　　⑤特別感謝状　届出なし
（　全会一致にて承認　）
　　　　　　　　　　　　　　
議題 10．定期貯金（公益事業目的資金）の　
　　　　解約の承認
　年度初め、各支部・地方会に交付金等を送
るために定期預金を解約し会費が集まった段
階で同じ額を戻す。（平野）
　・返金したことを報告してほしい。（三宅）
　・会員にわかるように広報に掲載する。（平
　　野）
（　全会一致にて承認　）　　　　　
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議題 12．会友の承認について　
　大分県支部　野上　貞夫　氏　
（　全会一致にて承認　）

議題 13．役員改選管理委員の選任について
　定款細則 14 条の役員改選管理委員選任に
ついて、北海道・東北・関東から１名、中部・
北陸・近畿から１名、中国・四国・九州から
１名の計３名を各地方会で検討して選出し３
月中旬迄に届ける。（平野）
（　全会一致にて承認　）

議題 14．慶弔金について
　・28 年度組織編成の変更にともない、地方
　　会、支部規約を協会規約に則り、地方会
　　で作成した中で、一部の支部において慶
　　弔金の拠出が行われ、確認した結果、規
　　定の中に抽象的に表現されており、拠出
　　出来ない理由を求められた。
　　　葵税理士法人より指摘があり、関係部
　　局で検討した結果、公益法人初年度より、
　　協会会計から個人の慶弔金としては拠出
　　しない事になっていたが、社会通念上や
　　むを得ない場合も考えられるので、協会
　　長に相談することで一致。（小田木）　
　・社会通念上の文言を入れて、各地方会、
　　各支部に周知徹底を図る。（平野）
（　全会一致にて承認　）
　　　　　　
議題４．平成 30 年度　会費値上げ（案）（Ｐ
　　　　８参照）
　・会費値上を否定しないが、精査してより
　　倹約の必要性がある。
　　　また、厚労省の資料を検証して、診療
　　所に従事するあはき師、柔整師等が約
　　１万人いるので、入会者を増やす努力が
　　必要である。（津田）
　・値上げは理解出来る。メリットのある関
　　係団体に移ったり、年金生活者にとって
　　値上げが退会のきっかけになる意見があ
　　る。地方会では会員が少なく、行動費が

　　無くて困っており、協会本部の運営も大
　　事だが、地方会活動の担保を確保しない
　　と会員減少に繋がる。（可知）
　・値上げはやむをえない。予算案で地方会、
　　支部に値上げの半分ぐらい増えているの
　　が見えるようにする。本部は人員不足で、
　　日々の事務作業とか財務管理などＰＣシ
　　ステム管理の経費を上げないと維持がで
　　きないので、配分をどのようにするのか
　　十分検討する必要がある。今回、何とか
　　当てはめたが、管理するものが、本部で
　　一極集中になっており、人員不足で、日々
　　の事務作業とか財務管理、技能認定管理
　　などシステム管理を強化しないと維持で
　　きない。（小田木）　
　・会費値上げの大義名分が必要。（米谷）
　・財政と比較し、会員登録などのシステム
　　管理を構築することが必要となる（平野）
（　全会一致にて承認　）
　　　　　　　　　　　　　　
議題５．眼精疲労についてマッサージのエビ
　　　　デンス研究委託の承認
　エビデンス研究　概要
　案 件 名　眼精疲労に対するマッサージ療
　　　　　　法の有効性に関する研究事業
　提案理由　マッサージ療法の臨床試験によ
　　　　　　る科学的効果検証は、本邦では
　　　　　　ほとんど行われてこなかった。
　　　　　　そこで、本協会の委託事業とし
　　　　　　て、この効果を科学的に検証し
　　　　　　有用性を内外にアピールし、
　　　　　　マッサージ療法の適正な社会的
　　　　　　認知や評価を獲得する。
　研究方法　委託　共同研究
　研究委託先　筑波技術大学
　代表研究者　藤井　亮輔
　　　　　　　（筑波技術大学保健科学部 教授）
　研究分担者　近藤　　宏 
　　　　　　　（筑波技術大学保健科学部助教）
　　　　　　　福島　雅也
　　　　　　　（筑波技術大学東西医学統合
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　　　　　　　医療センター助教）
　　　　　　　竹越　一博
　　　　　　　（医師・筑波大学医学医療系
　　　　　　　教授　医学博士）　
　　　　　　　吉田　保子
　　　　　　　（臨床検査技師・筑波大学ス
　　　　　　　ポーツ医学専攻）
　　　　　　　 菅澤　威仁
　　　　　　　（柔道整復師・筑波大学医学
　　　　　　　医療系研究員 ・博士（スポー
　　　　　　　ツ医学）
　・研究のアウトラインを第 66 回日本理学
　　療法学会でセッションにて行う予定。
　・テーマについて弱い、次回、運動器疾患
　　のエビデンスを行うように等の質問が出
　　たが、まずは協会がマッサージのエビデ
　　ンスを求めることで一致
（　全会一致にて承認　）
　　　　　　　
議題６．情報管理業務の適性化（案）
　・現在、財務会計クラウドを使用（年間４
　　万円）で行っているが、動作が不安定な
　　ため、別会社で見積もり、初期費用 120
　　万円以上で税理士、会計士、事務員に不
　　備がなく、自力でサポートすることを前
　　提で月４万円かかる。会員管理はアクシ
　　デントがかなりあり、365 日管理してい
　　ないと上手くいかない。現在、佐藤一人
　　が対応しており、四六時中管理しなけれ
　　ばならない。このシステムの見積もりを
　　取ったが、初期費用 120 ～ 230 万円（月
　　額５～ 10 万円）。現在、たまたま上手く
　　動いているが、不安定な状況であり、技
　　能認定登録制度も同じ会社でメンテナン
　　スしていて、アクシデントの対応は佐藤
　　しか出来ない状態であり、オプション加
　　入 2万円で可能になる。会費徴収システ
　　ムは、JCBとのデーター突き合わせ、日々
　　の入金のチェックなど事務員と行ってい
　　るが、アクシデントがあれば同じように
　　佐藤が行っている。総合的なことを考え、

　　これらのシステムが出来そうな会員を探
　　したがまだ見つかっていない。このまま
　　では公益法人の会計が立ちゆかず、たま
　　たま動くことを前提に予算が出来ている
　　状態にある。（佐藤）
　・佐藤だけしか出来ないのは非常にハイリ
　　スクであり、地方会役員でも出来る簡易
　　なものでシステム化することが必要と思
　　う（平野・可知）
　・公益財務法人の弥生管理はなく、支部、
　　地方会、本部で運用するにはクラウドで
　　なければならない。また、日々のデーター
　　管理は特化した事務員が行い、メンテナ
　　ンスはプロが行う。そういった費用を適
　　正に予算化すべき。（佐藤）
　・何故、逼迫するまでこのような提案が出
　　来なかったのか。（三宅）
　・公益社団になり、財政が逼迫する中で努
　　力してきた。（佐藤）
　・値上げの反対はないが、会員が納得する
　　大義名分が必要であり、手厚い予算を組
　　むということと情報管理業務の適性化を  
　　含めた会費値上げの提案を考える。（平
　　野）
（　全会一致にて承認　）

議題 10．公益事業目的資金（定期預金）の解
　　　　約の承認
　新年度当初は、地方会に活動費を交付でき
ないため、公益事業目的資金の定期預金を一
旦解約し、地方会交付金に充てなければなら
ない。なお、会費の納入を確認後、定期預金
に戻す。（平野）
　・定期預金に戻した期日を報告してくださ
　　い。会員がわかるように広報に記載する。
　　（平野）
（　全会一致にて承認　）

議題 11．第 59 回　定期代議員総会の開催
　　　 日時、場所、議事に付すべき事項の決
　　　　定
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　日　時　平成 29 年 5 月 19 日（金）　　　
　午前 11 時～午後
　場　所　千里ライフサイエンスセンター
　議　事　本理事会において決定した議案等
（　全会一致にて承認　）

議題 12．会友の承認
　大分県支部　野上貞夫 氏　
（　全会一致にて承認　）
　
議題 13．役員改選委員会　委員の選任
　坂田　　武　（北海道支部）
　大村　和司　（愛知県支部）
　前川　良男　（広島県支部）
（　全会一致にて承認　）

議題 15．東北地方会の支部統合について
　菊池東北地方会執行委員長より、秋田県支
部が会員数の減少により、活動できない状態
にあるため、岩手県支部と統合したいとの要
望があった。（統合後の支部名称は「岩手秋田
支部」とし、地方会所属は5支部となる。）（平野）
（　全会一致にて承認　）

議題 14．要望・提言の検討　（P20 ～ 21 参照）
　・ 数十頁の提言、要望があり、ジャンル別
　　に分けた。（平野）、
　・内容に重複することがあり、審議対象、
　　資料について確認する（栁澤）
　・マッサージ師、技能認定登録者の立場を
　　よくするように厚労省、関係医学会に働
　　きかけており、診療報酬関係では 1の①
　　～⑤関してすべて提出され、要望活動済
　　み（平野）
　・提出議案に対する取り扱いに納得がいか
　　ないと異議が出された（可知）、全監事
　　に意見が求められた。（平野）
　・それだけ重要なものであり、再度、審議
　　してほしいので出しているものであり、
　　決まったことでもおかしいことであれ
　　ば、再度出しても良い（大塚）。

　・ここで混乱しないように，事前に協議し
　　スムーズに進めていただきたい。（菊田）
　・同じような事例があり、長文の提案書を
　　出した者を指導したが、理事会では手短
　　に説明することが大事である。（中川）　
　　時間の短縮も込めて、同じことを行うの
　　ではなく、違う点を説明していただきた
　　い。（津田）
　・原文でやっていただきたいという要望に
　　ついて、やっても良いといった意見であ
　　れば行う、反対者はなく議事を進める。
　　（平野）以下、別紙参照。
　・厚労大臣とのルートを活用し、再度十分
　　な事前折衝を行い、リハビリテーション
　　を行ってきた者の評価が低いことにより
　　非常に厳しい状況となっていることに危
　　機感をもって伝え、全体的な見直しを求
　　める必要がある。
　　　また、エビデンスを求められているが、
　　眼精疲労では弱いので、現状で、医師等
　　の指示下で行い、報告する条件で算定で
　　きていることの再認識、施設基準に関し
　　て、Ⅰ・Ⅱ・Ⅲは、面積、人員によって
　　決められ、従事者のスキルが評価されて
　　いない、リハの中で、認められている
　　のはマッサージだけ、あはき師、柔整師
　　が行う手技療法について加算出来るよう
　　にすること。技能講習会に手技療法を含
　　めて評価を得ること。
　・各地方会の執行委員長から理事会の情報
　　が広報でしか分からないので理事会の要
　　旨だけでも配布できないのか。
　　ＨＰでＰＤＦとテキスト形式にしていた
　　だきたい。（可知）
　・地方執行委員長に理事会の要旨を送るこ
　　との是非について、反対意見なし（平野）
　・診療報酬に関して 1～ 5 は毎年、厚労省
　　にいって要望している。マッサージ等の
　　手技療法の併用算定は、ＰＴの場合に徒
　　手療法やボバース・ボイタ法を併用して
　　も算定していない。担当課長は技能認定
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　　者を認めており、点数較差についても認
　　識している。 技能認定登録者は疾患別リ
　　ハの算定要員となっているが、点数は包
　　括ケアの算定となる。（丹羽）
　・通所リハで脳血管疾患も行えることを伝
　　え３～４時間について算定要員になれる
　　ように（可知）　
　・今後、厚労省要望活動でやっていきたい。
　　（平野）
　・会費納入について、未納者がまだ一定数
　　見られ、定款で 2年半収めなければ自動
　　的に退会になると記載されているので、
　　一定の罰則を考えては。（可知）　
　・会費納入の義務があるのと協会から督促
　　書を出している。（平野）
　・技能認定登録制度で認定登録を近畿が 35
　　単位とレポー 1 題、中部が 50 単位と出
　　ているが、レポートを審査するのが大変
　　であり、現状のままで行きたい。（栁澤）
　・技能認定登録料の値上げについて提案
　　（佐藤）
　・手数料などの値上げを先に議論していた
　　だかないと会費の値上げに影響する。
　　（小田木）
　・今の手数料は他から見ても安いと思うし、
　　前向きに考えるべき。（平野）
　　手数料の値上げは考えていなかったが、
　　来年から再来年に考えないといけないと
　　思っている。（栁澤）
　・会長の報酬に関しては、高くない。他理
　　事も自費で行っている状況である。
　　（小田木）
　・最近、養成校や学校に対して活動をおこ
　　なっていないので実施する。
　　会員登録に関しては登録者からの変更が
　　あっても届け出されていない実態がある

　　ので、事務局に項目の検討をしていただ
　　きたい。（可知）
　・代議員会で北海道地方会の代議員、東北
　　地方会の代議員といったように順番に平
　　等に発言の機会を与えていただきたいと
　　いったように記憶しており、議長に要望
　　すべきである。（可知）
　・代議員会規程に書かれておらず議長に権
　　限がある。
　・診療報酬・介護報酬のマッサージ師等の
　　位置づけを協会ＨＰに載せていただきた
　　い。
　・４月からまとめているものが、膨大な量
　　になり簡単にまとめていただきたいと要
　　望があり検討中。（丹羽）
　・会員からいろいろな問い合わせがあり、
　　基礎的なことが分っていないことが多
　　く、誰でも分かるようなものを一覧表と
　　して出していただきたい。（可知）
　・Q&Aで書く方がわかりやすい、実際に
　　質問されたものをまとめてはどうか。
　　（三宅）
追加案件　代議員会の開催について周知する
　必要があるので確認する。（平野）
　平成 29 年 5 月 19 日（金）午前 11 時～　
　場所 千里サイエンスセンター（山村雄一記
　念会館）で行う事を確認して同意を得た。
　・代議員会の議長は２名で行われてきたが、
　　代議員が 1名のところがあり、事務局で
　　検討する。（栁澤）
　・学会・諸会議の開催時期は書面表決提出
　　時期を考慮していただきたい。（小田木）
（　反対なく全会一致にて承認　）

　 以上、終了にて閉会宣言。（平野）
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本部発信文書一覧

月　日 文書番号 宛　先 文　書　名

12/5 62 技能講習会役員各位 第24回　認定試験実施に関する文書の送付について

7 事務連絡 杉浦東京都支部長 会員登録事項変更などの報告のお願い

17 63 江藤文夫先生 第67回日本理学療法学会に係る特別講演のお願い

22 64 地方会執行委員長
支部財務担当者各位 平成29年度　予算書の作成について

1/5 65 理事・監事
地方会執行委員長 「会員実態調査票」提出期限の延長について

6 66 支部長　各位 技能認定制度に係る登録の更新について

18 事務連絡 理事　各位 定期預金解約に係る書面表決のお願い

18 事務連絡 高木耐正先生 中国四国理学療法学会の残金処理についてのお願い

19 68 しゅくみねっと（株）
代表取締役社長

会員管理サービスシクミネットカスタマイズに係る見積書
についての回答

2/2 69 理事会構成員　各位　 平成28年度　第2回理事会の開催について

2 70 東洋療法研修試験財団
理事長 財団共催　生涯研修会実施報告書について

6 71   東洋療法研修試験財団理事長 財団共催　生涯研修会に係る領収書の差し替えのお願い

9 事務連絡  大村和司先生 財団共催　生涯研修会に係る領収書の返送について

15 72 理事会構成員各位 平成28年度　第2回理事会討議資料の送付

15 73 地方会執行委員長 「栄誉賞」「特別感謝状」受賞の該当者の報告について

22 74 該当支部長 第24回　認定試験合格証送付並びに技能認定登録について

22 事務連絡 福島県支部文書受領
星　辰雄先生 技能講習会修了証の再送と認定試験合格証の送付について

3/15 事務連絡 支部長
地方会執行委員長各位 平成28年度　決算ファイル送付について

16 75 厚労省医政局医事課 協会創立70周年　記念式典に係る資料送付

24 76 地方会執行委員長 平成28年度　第2回理事会　討議資料の送付

29 77 日本リウマチ財団 後援名義の使用の許可について

31 78 支部長各位 平成28年度　技能認定登録制度に係る単位取得講習会等開
催報告書の提出について
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諸会議及び役員渉外行動報告

月　日 用　務　地 用　務　内　容

12/16 全鍼師会館 第5回あはき等法推進協議会（平野・佐藤）あはき法改正検討委員会（佐藤）

21 協会事務所 平成29年度　予算に係る協議（平野・小田木・佐藤）

1/9 伊勢原シティープラザ 平成28年度　運動療法機能訓練技能講習会修講式（平野）

13 帝国ホテル 四病院団体協議会　賀詞交歓会（平野）

14 東京医療福祉専門学校 生涯教育部会（栁澤）

17 協会事務所 葵税理士法人財務処理（平野・小田木・佐藤）

17 ツナビル ニュー大崎管理組合理事会（平野）

25 協会事務所 シルバー人材センター　和田氏と確認事項協議（平野）

2/4・5 東京医療福祉専門学校 認定訪問マッサージ師講習会（栁澤）

2/5 第3回WFAS運営委員会 世界貿易センタービル　3階会議室（平野）

7  協会事務所 葵税理士法人財務処理（平野・佐藤・小田木）

10 全鍼師会館 第6回　あはき等法推進協議会（平野）

14 ツナビル ニュー大崎管理組合理事会（平野）

16 協会事務所 大崎郵便局　ゆうメール集配契約（平野）

18 協会事務所 葵税理士法人財務処理（平野・小田木・佐藤）

19 協会事務所 技能認定試験合否判定会議（平野・栁澤・三宅・小川）

22 厚労省医政局医事課 あはき法制定70周年記念大会に係る厚生労働大臣表彰の要望・あはき推進協
（平野）

3/2 厚労省医政局医事課 協会創立70周年に係る厚生労働大臣表彰の要望　褒章・叙勲に係る選定基準
の確認（平野・栁澤）

 4 協会事務所 会員実態調査集計結果検討会（平野・栁澤・三宅・可知・米谷）

5 協会事務所 平成28年度　第2回理事会

8 全鍼師会館 あはき等法推進協議会　式典部会（平野）

11 筑波大学東京キャンパス文
京校舎 日本東洋医学系物理療法学会　第42回学術大会・総会　開会式（平野）

14 ツナビル ニュー大崎管理組合理事会　（平野）

14 再開発準備組合事務所 再開発に係るヒヤリング　（平野）

19 杉山記念館 平成28年度　杉山検校遺徳顕彰会評議員会（平野）

25 東京医療福祉専門学校 教育研修部会（柳沢）

25 全鍼師会館 第4回普及啓発部会（平野）

28 協会事務所 葵税理士法人財務処理（平野・小田木・佐藤）

28 南部労政会館 大崎駅西口再開発に係る説明会（平野）

31 東京医療有明大学 あはき法制定70周年記念式典　会場視察（平野）
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